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汚染⼟壌の分級処理装置や特殊放射線測定器の製造開発、AI による画像解析技術提供などを   

⾏う株式会社三和製作所、東証スタンダード上場企業のパス株式会社へグループイン 
 

 
 
 
パス株式会社（本社︓東京都渋⾕区、代表取締役︓⾼橋 勇造、以下「パス」）は、本⽇、株式会社三
和製作所（本社︓神奈川県横浜市港北区、代表取締役︓斎藤 雄⼀郎、以下「三和製作所」）との間
で株式交換契約を締結（以下「本件株式交換」）し、三和製作所はパスの完全⼦会社としてグループイン
することになりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 
1. グループインの⽬的 
パスは、「ヒトと地球の、美と健康」をテーマに、サスティナブル事業（バイオマス発電）、インベストメント事業 
および AI・テクノロジー事業を⾏うパスと、コスメ事業、ビューティー＆ウエルネス事業、再⽣医療関連事業、サ
スティナブル事業（微細藻類培養関連および環境貢献機器販売）、マーケット・エクスパンション事業を⾏う
⼦会社でパスグループを形成しております。 
 
三和製作所は、制御ソフトウェア製作、AI プログラム開発、特殊放射線測定器製作、廃炉向けロボット
製作、⼟壌除染装置開発・製作など、三和製作所が有する技術、テクノロジーに関する知⾒を活⽤し、
多岐にわたる分野で社会に貢献することを⽬指しております。これまでに開発してきました製品の効果検
証も順調に進んでおり、実際のビジネス現場等への導⼊、普及にむけた交渉も進みつつあります。 
 
今回のグループインにより、三和製作所はパスグループの AI・テクノロジー事業の中核を担うことになります。
また、両社の強みを融合することで、事業の更なる成⻑と企業価値の向上を図ってまいります。 
 
 



２. 今後の⾒通し 
グループインを機に、三和製作所はパスグループの⼀員として、以下の事業展開を⽬指してまいります。 
 
既存事業の強化: 
三和製作所の開発した⼟壌分級処理装置や特殊放射線測定器、AI 画像解析技術を活⽤して⾷
⾁加⼯事業者や飲⾷チェーン向けに開発した軟⾻等混⼊物の検出機器等を、パスグループのリソース
も活⽤しながら事業拡⼤を図ります。また、特に、AI 技術を活⽤した制御ソフトウェアの⾼度化や、ロボ
ティクス技術を活⽤した⾃動化・省⼒化システムの開発を推進し、更なる技術⾰新や顧客への提供価
値向上に努めます。 

 
新規ソリューションの創出: 
三和製作所の有する AI 画像処理技術や機器・装置の開発⼒を、パスグループの持つ顧客基盤やマ
ーケティングノウハウと融合することで、美容・健康分野をはじめ、多様な分野における新たな価値創造
を⽬指します。 
 

グループシナジーの発揮: 
両社が連携することで、研究開発、⽣産、販売、マーケティングなど、あらゆる⾯でシナジー効果を発揮
し、グループ全体の企業価値向上に貢献してまいります。 

 
３. 会社概要 
パス株式会社 

    代表者︓代表取締役 ⾼橋 勇造 
    本  社︓東京都渋⾕区神宮前六丁⽬ 17番 11号 JPR 原宿ビル 
    事業内容︓コスメ事業、ビューティー＆ウエルネス事業、再⽣医療関連事業、サスティナブル事業、 
           マーケット・エクスパンション事業、AI・テクノロジー事業、インベストメント事業 
 
株式会社三和製作所 

    代表者︓代表取締役 斎藤 雄⼀郎 
    本  社︓神奈川県横浜市港北区綱島六丁⽬ 12番34号 
    事業内容︓特殊放射線測定器製作、廃炉向けロボット製作、⼟壌除染装置開発及び製作、 
           制御ソフトウェア製作、AI プログラム開発 
 
**お問い合わせ先** 
パス株式会社 IR担当 ir@pathway.co.jp 
株式会社三和製作所 担当 toiawase@3wa-corp.jp 



（参考資料）

AI・テクノロジー事業：三和製作所の製品とビジネス展望

2025年1月27日



AI・テクノロジー事業：三和製作所の製品【 特殊放射線測定器 】

原子力発電所 海洋放出水（ALPS処理水等）のリアルタイム測定装置
~トリチウムの計測所要時間 従来の400分の1以下※１を実現～

世界中の原子力発電所では、取り除くことができない放射性物質トリチウムが含まれる処理水が大量の水で希釈され、
海洋放出されている。世界的なトリチウムの海洋放出はトレーサビリティに問題を抱え、また福島においては、その風評被害により、
１次産業を中心に深刻な影響を及ぼしてきた。

開発した測定機器は、放射性物質の連続測定をかなえた、世界的に評価される放射能物質連続測定計測機。
福島県の補助金の支援を受け、一般社団法人新生福島先端技術振興機構（三和製作所代表斎藤氏が代表理事を務める）が開発。

2024年12月国際原子力機関[IAEA]※2及びタスクフォースが視察※3し、リアルタイムで高速かつ連続的に測定できる
性能に高い評価を受けた。
※1： 従来12時間(43,200秒)程度要していたトリチウムの計測が100秒程度で完了する性能を有する。
※2： 国際原子力機関(IAEA)：原子力と放射線医学を含む核技術の平和的利用の促進。

原子力の軍事利用（核兵器開発）の防止を目的に世界154ヵ国が加盟している。

トリチウム計測装置の検出器



開発・計画中も含め、全世界に約600ヶ所の原子力発電所が存在。

放射性物質の拡散から地球環境を守るため、リアルタイム測定装置の導入を促進。

AI・テクノロジー事業：三和製作所の製品【 特殊放射線測定器 】



AI・テクノロジー事業：三和製作所の製品
【 特殊放射線測定器 】

（参考）2024年12月11日付 福島民友新聞



AI・テクノロジー事業：三和製作所の製品【 土壌分級処理装置 】
原発事故による膨大な汚染土壌の処理と再利用を促進するシステム
～汚染土壌を放射線量ごとに分別。安全基準を満たした土壌の再利用で、減容化のコストを１兆円以上削減～

東京電力グループ(JESCO)・三和製作所による
高圧エジェクターによる土壌の解砕分級実証試験

分級処理とは
土壌を粒径の大きさによって、
複数のグループに分ける操作のこと。
※粒径によって放射線量が異なる

現 状 福島第一原発事故の除染作業に伴い発生した土
で、福島県内の中間貯蔵施設に約1300万㎥保管

処 分
期 限

法律※1で、2045年3月までの福島県外での
最終処分を国に義務付け

政 府
方 針

放射能濃度の低い全体の4分の３の土は公共事業
の資材などに再利用。
残りは埋め立て等で処分を検討。

※1 平成十五年法律第四十四号「中間貯蔵・環境安全事業株式会社法」
および 平成二十三年法律第百十号「平成二十三年三月十一日に発生した
東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された
放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」

国においても大きな課題となっている汚染土壌処理・再利用への貢献を図る。



AI・テクノロジー事業：三和製作所の製品【 土壌分級処理装置 】

出典：https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA201R90Q4A221C2000000/

出典：https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA0936E0Z00C24A9000000/

（参考）日経新聞WEBサイトより。2024年9月10日付 および 2024年12月20日付 の記事。



AI・テクノロジー事業：三和製作所の製品【 食肉検査装置 】
食の安心・安全を確保する食肉用軟骨自動判別・自動切除装置

新しいX線透過技術、X線検出技術、AI画像処理技術を活用し、食肉加工業、外食産業などで強く要望されている
「食肉中の軟骨を自動的に選別できる装置」を開発し、食肉検査市場に安心・安全を目指した新しいサービスを提供します。
また、感染症対策などために、食品加工の現場でヒトの立ち入りに関する制限が多くなる状況を回避し、
コストの削減を目指す自動検査と併せて異物などの自動切除装置の整備を行います

食肉には赤身、脂身、軟骨、骨などで構成されています。
＊赤身、脂身、骨は簡単に見分けらます。
＊軟骨は選別が非常に難しいと言われています。

軟骨→軟骨が存在する肉は付加価値が低い

外食産業での取り組みでは、
★付加価値を下げたくない
★顧客からのクレームが怖い

等の理由から、
熟練者が手作業で見えない軟骨を取り出しています。

空港などでの手荷物検査はX線の透過を見ている装置
で、このような装置は既に食品中の異物検査等にも活
用されています。

（参考）

軟⾻検査ユニット削ぎ取り装置

経済産業省「経済構造実態調査（2021年）」による約5兆8000億円の食肉卸市場を中心に、
外食チェーンなど「食の安心・安全」を追求する事業者への普及拡大を推進。


